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✧ 「情報提供業務（オンライン）」における利用者の動向について（その１） 
 
１．調査の趣旨 
 当センターでは、平成 7年度より、「気象業務法第 28 条の 28」により指定を受けた「民間気象
業務支援センター」として、オンラインによる配信事業（「情報提供業務」）を実施してきていま
す。 
 平成 25 年度末までの配信サービスの利用者の動向につきましては、本年 2月の「賛助会員便り」
でお知らせしたところです。近年のＩＣＴ化の時代を反映して、利用者が順調に増加しているこ
とをご報告しました。 
 このようなオンライン配信の利用動向は、配信事業の安定的な運用に不可欠な情報となります
と同時に、 
・気象庁が提供する様々な気象情報の企業や社会での利活用状況の一つの指標となること、また、 
・配信サービスの利用者から見ても民間気象事業全体の動向を知り、自らの事業を検討するため
の情報となること 
などの効果があるものと考えております。 
 このため、利用者に事前にお話しして、データ区分毎や業態や産業別の利用状況について調査
を行ってきました。事業者の分類につきましては、予報業務許可事業者、報道機関、国・地方自
治体、あるいは総務省が定めております「日本標準産業分類」での整理を行いました。 
 今回、平成 26 年度末までの利用者の動向をとりまとめましたので、今月から 4回に分けて報告
させて頂きます。 
 
2 調査対象と手法 
 調査対象と手法は、次の表のとおりです。 
 年次的な推移とともに、
利用者の業態と産業分類に
ついて、「気象業務法」と「日
本標準産業分類（総務省）」
に基づき調査しました。 
 なお、事業者によって利
用する回線は多岐にわたり、
また、一事業者で幾つかの
産業分類を横断し事業を展
開しているものも多くあり
ます。このため、利用者数
や産業分類は、必ずしも適
切でない場合もあるものと
考えられます。このため、
本調査のデータは個別の数値ではなく、全体の傾向（年次的な増減の推移や利用者の業態や産業
分類における割合等）として見て頂きたいと思います。 
 



 

 

3 電文形式配信サービスの利用状況（平成 7～26 年度） 
 電文形式配信サービスの利用者数は、平成 7 年度の運用開始から 16 年度までの 10 年間では、
20 者程度で大きな変化がなく、予報業務許可事業者(気象)と報道機関が主な利用者です。 
 平成 17 年度により、利用者は順調に年々増加し、26 年度には 135 者に達しています1。予報業
務許可事業者(気象)の数は 20 者台前半で大きな変化はありません。この間、一般を中心に利用者
が増え、26年度には予報業務許可事業者(気象)の 4倍に達しています。 
 平成 22 年度以降の利用者数とバックアップ BK 回線の増加は、東日本大震災以降の民間も含め
関係機関における危機管理・防災対策の強化も一因と考えられます 
 区分１の「地震火山津波」と区分２の「注・警報」の利用が主体で、平成 26年度には、それぞ
れ 152 回線（区分 1）と 82 回線（区分 2）となっています。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

1 平成 17 年度には、電文形式配信システムの更新に際して、専用線に加えて汎用のインターネット等の回

線も利用可能とし、汎用のファイル転送プロトコル（FTP）を採用しました。利用者増の要因としては、これ

ら汎用化による利便性向上が考えられます。なお、平成 26 年度末の回線の割合は、専用線等が 3割で、イン

ターネット回線が 7割となっています。 

電文形式配信サービスにおける 
利用者・回線数の推移（業態・BK 別） 
（平成 7 年度から 26 年度） 



 

 

4 平成 26 年度末における電文形式配信サービスの利用状況 
【利用者数・回線数】  
 電文形式配信サービスの利用回線数は 171 回線で、平成 25
年度末 159 回線から 22 回線増えています。利用者数は 135
となります。 
【利用区分数と業態】 
 予報業務許可事業者（気象）は、利用者数では全体の 20％
ですが、利用データ区分数（データの総量に当たります）で
は 39％を占めます。一般は、利用者数では半数を超えていま
すが、利用区分数では 36％と、その割合は少なくなります。 
 

【産業分類】 
 利用者全体 135 者の産業分類は、情報通信技術（ICT）や
情報のハード・ソフト面のサービスにかかわる「情報処理・
提供サービス業(61 者）」、「放送業（12者）」、「通信業(8 者)」
などです。一部、「製造業（19 者）」、「技術サービス業(8 者）」、
「地方・国家公務(13)」などにも広がりを見せています。 
 予報業務許可事業者（気象・地震）39 者の主要事業は、産業分類によると、その約 2/3 の 26
者が「情報処理・提供サービス業（情報提供あるいはソフト・システム開発）」です。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度末の電文形式配信サービスにおける利用者（135 者）

の産業分類、予報業務許可事業者とそれ以外の一般等 


